










は じ め に
フランス民法典は, 不法な目的を有する会社は無効であることを定めて
いる (民法典1833条および184410条)｡ 会社の目的は, 定款において定め
られるが(商法典 L. 2102条),かかる｢定款所定の目的(objet statutaire)｣




あるか｡ この点について, フランスの伝統的解釈は, 会社が不法な目的を
有するか否かは ｢実際の目的｣ に基づき評価されると解してきた｡ したがっ
て, 定款上に適法な会社目的を記載していても, ｢実際の目的｣ が不法で
あると判断されれば, 当該会社は無効とされると理解されていた｡
ところが, 2015年11月10日, 破毀院商事部は, 有限会社の無効が争わ
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(１) Maurice COZIAN et al., Droit des 	
























































194(986) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(２) 同条の訳文については，加藤徹ほか「フランス会社法 (1)」関学64巻
１号 (2013) 137頁以下, 150頁を参照した。





これに対して, ｢会社の目的 (objet de la )｣ または ｢会社目的











原因は法律により制限的に定められている｡ すなわち, フランス商法典 L.
2351条第１項第１文は, (1) 商法典第２編 (商事会社および経済利益団











法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 195(987)
(４) Philippe MERLE et AnneFAUCHON,Droit commercial, Societes commerciales,
21e 	Dalloz, 2017, n
69, pp. 8788, Anne  et al., 
Commerciales, 49e , Francis Lefebvre, 2017, n
855, p. 54.
(５) et al., op. cit.(note 4), n
850, p. 54, MERLE et FAUCHON, op.
cit.(note 4), n
69, p. 87.
(６) et al., op. cit. (note 4), n
89110 p. 1586.
(７) なお, この規定は, 1966年７月24日法律第66537号 (Loi n
66537 du
24 juillet 1966 sur les commerciales. 以下, 1966年商事会社法とす
る) 360条第１項第１文において定められ, 実質的な改正を受けることな
く, 商法典に引き継がれている｡
(８) MERAL et FAUCHON, op. cit. (note 4), n



















社も, 社員も, 会社の無効を善意の第三者に対抗することができない (民
法典184416条, 商法典 L. 23512条)｡
ところで, 契約の無効は裁判官により言い渡されなければならず, 無効
とされた契約は初めから存在しなかったものとみなされることが定められ
ている (民法典1178条)｡ しかしながら, 会社の無効の場合にはかかる遡
及効は制限されており, 会社は, 無効が宣告された後に, 定款の定めまた






























196(988) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
al., op. cit. (note 4), n89121, n89122, p. 1586.
(９) 同条の訳文については，加藤徹ほか・前掲注(２)164頁を参照した。
(10) MERAL et FAUCHON, op. cit. (note 4), n88, p. 107. なお, 刑法典は, 法
人が一定の犯罪をなすために設立された場合等には, 当該法人は解散によ
り処罰されうることを定めている (刑法典13139条)｡
(11) Michel GERMAIN et 	
MAGNIER, de droit des affaires -
commerciales, 22e LGDJ, 2017, n1562, p. 57.
(12) MERAL et FAUCHON, op. cit. (note 4), n93, p. 113.
第２章 会社の目的の適法性に関する判例の展開
前章で見たように, 不法な会社目的を有する会社は無効とされる｡ しか
しながら, たとえば, 定款に適法な会社目的を記載しておきながら, 実際
には会社が不法な活動を行っている場合には, 当該会社は不法な会社目的
を有すると評価されるのであろうか｡ 言い換えれば, 会社目的の適法性の
判断は,定款に示された活動の類型,すなわち ｢定款所定の目的 (objet sta
tutaire)｣ によるのか, あるいは実際に行われている活動, すなわち ｢実



















法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 197(989)
(13) Cass. com. 10 nov. 2015, D. 2015, p. 2373 ; Rev.	

avril 2016, p. 219,
note LECOURT ; Bull. Joly 	

janv. 2016, p. 28, note Soraya 
BAHRI ; Dr. 	

n5, 2016, comm. 78, note Myriam ROUSSILLE.







1960年６月13日, Lyon 控訴院は, 鎌の製造業者間で設立された匿名組合
(16)













このように, フランスの裁判例においては, 会社目的の適法性は, ｢実
































198(990) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(15) CA Paris 21 nov. 1951, S. 1952, II, p. 105, concl. .
(16) 匿名組合は association と呼ばれるが，営利を目的とする結合関係で
あることから，会社 (	
) の一種であるとされていた。大森忠夫＝大





(17) CA Lyon 13 juin 1960, D., 1961, p. 148, note
; JCP 1961, II,
n12103, note Michel BOITARD.
(18) Cass. crim. 27 juin 1972, Bull. crim., 1972, n222 ; JCP 1973, II, n17335,
note 
MAYER.
















れたと考え, 同社の取消しを求めて提訴した｡ 加えて, Ｕ社は, Ｈ氏個人
に対して, Ｇ有限会社の異議申立てにより被った損害の賠償をも求めた｡
なお, Ｇ有限会社は, その後, 裁判上の清算手続きに入った｡
Aix-en-Provence 控訴院は, Ｈ氏の個人責任を認めた一方で, Ｇ有限会





法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 199(991)
(19) Joseph HAMEL et Gaston LAGARDE, Introduction 	
des actes







, Dalloz, 1954, n446, p. 544.







(amende civile) が科せられたこと, および②コンセイユ・デ
タは, Ｕ社の不動産計画がＧ有限会社の存続 (existence) および活動
(fonctionnement) にいかなる影響も及ぼさなかったと判断したことを指
摘した上で, Ｈ氏は, Ｇ有限会社の目的および利益とは無関係の多数の訴














































(22) directive du Conseil du 9 mars 1968 tendantcoordonner, pour
les rendre 	
, les garanties qui sont 	, dans les 
membres, des 		au sens de l’article 58 		, pour
	les 	tant des 	que des tiers (68/151/CEE), Journal
officiel nL 65 du 14/03/1968 pp. 8 et suiv.






破毀院はこのように判示し, Ｇ有限会社の ｢実際の目的｣ が不法である
ことを主張して同社の無効を求めたＵ社およびＴ社の付帯上告を退けた｡
第３章 マーリーシング判決とフランス国内の判例





() については, 破毀院は, 1990年11月13日の欧州司法裁判所判決に従
うことを判決文において明示したうえで, 不法な会社目的に関するフラン
スの伝統的な解釈とは異なる判断を示している｡ 本判決が依拠している欧






法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 201(993)
septembre 2009 tendant coordonner, pour les rendre 	

les
garanties qui sont 






que des tiers, Journal officiel nL 258 du 01/10/2009 pp. 11 et suiv.
(24) Ｕ社の破毀申立て理由によれば, Ｇ有限会社の定款上の目的は ｢非規
制製品の輸出入ならびに不動産取引および商事代理の仲介および実行｣ で
あったとされる｡
(25) LECOURT note sousCass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n3, p. 221.
(26) マーリーシング判決に関する邦語文献として，本健一「EC会社法





















































202(994) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
示と団体設立行為―民法上の組合に対する民法九四条の適用に向けて―」
近法51巻１号 (2003) 25頁以下，中村民雄＝須網隆夫 『EU法基本判例集』
(日本評論社，第２版，2010) [須網隆夫] 60頁以下を参照した。
(27) 第一指令の内容および訳文については，山口幸五郎編 『EC会社法指























いる事由を除き, 会社は, 不存在, 絶対無効, 相対無効または取消しのい
かなる原因にも服せしめることを得ない (同条後段)｡



















(30) Directive (UE) 2017/1132 du Parlement et du Conseil du 14
juin 2017 relative 	certains aspects du droit des 

, Journal officiel nL






Ｘ社 (Marleasing 株式会社) は, Ａ社 (Barviesa 株式会社) の債権者
である｡ 1987年４月７日, Ａ社は, 他２名の発起人とともに, その資産
















































204(996) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(32) Case C-106/89, Marleasing SA v. LaComercial Internacional de
	
SA, [1990] ECR I4135 ; JCP 1991, n156, p. 123, note Patrice
LEVEL ; Rev. 1991, p. 532, note Yves CHAPUT.
されるのか｣ という点につき, 欧州司法裁判所にその判断を付託した｡
２ 法務官意見 (conclusions de l’avocat )




れた本質的な問題は, 第一指令11条２項号, 特に ｢会社の目的｣ との
文言の解釈であると判断した
(34)









たとえば, 英語版やフランス語版では ｢会社の目的 (objects of the com-
pany, objet de la 	)｣ との文言が用いられていたのである｡










法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 205(997)
(33) Conclusions de l’avocat M. Walter Van Gerven 		le 12
juillet 1990, [1990] ECR I4144.
(34) Conclusions, op. cit. (note 33), para. 15.


















｢会社の目的｣ との文言は, () 公表された会社の設立証書または定款に


































206(998) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)



























法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 207(999)
(37) Case C152/84, Marshall v. Southampton and South-West Hampshire
Area Health Authority, [1986] ECR 723, para. 48.
(38) かかる義務は，Case C14/83, Von Colson and Elisabeth Kamann v Land
Nordrhein-Westfalen, [1984] ECR 1891, para. 26 において示されていたが,
｢当該規定が定められたのが指令以前であるか以後であるかを問わず｣ と
の部分は, 本判決において新たに付加された。J. STUYCK and P. WYTINCK,
C.M.L. Rev., 28, 1991, 205, 209.




け制限する規定により, 確保されなければならない｣｡ したがって, 第一
指令11条に列挙されている無効原因は厳格に解釈されなければならず,
















































208(1000) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(39) 布井・前掲注(26) (堀口退官) 229頁。
(40) 1966年商事会社法が商法典に統合されて以降は，｢本法」との文言は
「商法典第２編」に改められた。














列挙している｡ したがって, フランスの裁判官は, 会社の目的が不法であ
ることを理由に会社の無効を宣告することができる｡
ただし, 欧州司法裁判所は, 第一指令の目的に照らして, 第一指令11





性｣ を判断しなければならない｡ 換言すれば, 定款に適法な目的を記載し
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 209(1001)
(41) LECLERC, Que reste-t-il des 	
de en droit 

Marleasing (CJCE 13 novembre 1990)? RJ com., 1992, pp. 321 et
suiv., p. 324.




ていれば, ｢実際の目的｣ が不法であっても, 当該会社に無効を宣告する
ことはできないものとされた｡
すでに第２章第１節で概観したように, フランスの裁判例では, ｢会社





｡ この点について, 同判決の立場は, たとえば, 次のように批判され














(１) 2001年 Paris 控訴院判決まで
マーリーシング判決は, 第一指令11条に列挙されていない原因を無効
原因として解釈してはならないこと, および ｢会社の目的｣ の解釈につい
て, フランスの伝統的解釈とは正反対の解釈をとることを, 国内裁判官





























210(1002) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(43) LECLERC, op. cit. (note 41), p. 327.
(44) CHAPUT note sous Case C106/89, op. cit. (note 32), p. 536.
(45) LECLERC, op. cit. (note 41), p. 328, p. 333.
められてきた意味を大きく変容させる余地を有するものであった｡ ところ
が, 破毀院は, 同判決に対して無頓着 (insensible) であり続けたように
思われる
(46)

















法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 211(1003)
(46) Michel MENJUCQ note sous CA Paris 21 nov. 2001, infra. (note 55), p.




(47) Cass. com. 28 janv. 1992, Bull. civ. IV, n36 ; D. 1993, p. 23, note Jeanne
; JCP E 1992, II n378, p. 289, note Alice TISSERAND ; JCP E 1993, I
n264, n3, p. 346, note Yves REINHARD ; RTD civ 1993, p. 117, obs. Jacques
MESTRE ; Dr 1992, n75, obs. Thierry BONNEU. CA

16 mai
1990, JCP G 1991, II n21756, p. 389, note Alice TISSERAND.
(48) Cass. com. 22 juin 1999, Bull. civ. IV, n136 ; D. 2000, p. 389, obs.

P ! "#$% ; D. 2000, p. 234, note Jean-Claude HALLOUIN ; JCP E
2000, n5, p. 181, note Chantal CUTAJAR ; Rev.1999, p. 824, note Alexis
CONSTANTIN ; RTD com 1999, p. 875, obs. Claude CHAMPAUD et Didier DANET ;
RTD com 1999, p. 903, obs. Yves REINHARD ; Bull. Joly &, oct. 1999, p.




む中で, 手工業の営業財産 (fonds artisanal) を創設し, 12年間にわたっ
て２人でこれを経営していた｡ その後は, 夫であるＤ氏が単独で経営して




















しかしながら, 1992年１月28日, 破毀院商事部は, すべての社員がフ






























212(1004) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(50) 本件の事実の概要については, Tisserand note sous Cass. com. 28 janv.
1992, op. cit. (note 47), p. 289, Tisserand note sous CA	
16 mai 1990,
op. cit. (note 47), p. 389390 の記述も参照した｡
かかる破毀院の立場は, 欧州司法裁判所の見解に対立するものではない





で, フロードはすべてを腐敗させる (｢詐害はすべてを無にする (fraus






Ｙ社は, ロシア法に基づき設立された株式会社である｡ 同社は, 外航船











｢仮装会社は無効な会社であり, 不存在ではない｣ ことを判示した｡ 他方
で, 会社の無効は遡及効が制限されているため (民法典184415条), 当
論
説
法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 213(1005)
(51) note sous Cass. com. 28 janv. 1992, op. cit. (note 47), p. 25.
(52) Reinhard note sous Cass. com. 28 janv. 1992, op. cit. (note 47), n3, p.
346.そもそもＤ社の定款所定の目的が不法であるとも解される｡ Tisserand


















しながら, この傾向は, 次に見る Paris 控訴院判決において転換される｡






































214(1006) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(53) Cass. com. 16 juin 1992, Bull. civ. IV, n243. 同判決の概要については，
納屋・前掲注(26)46頁を参照した。
(54) LECLERC, op. cit. (note 41), p. 331.
(55) CA Paris 21 sept. 2001, Bull. Joly 2002, p. 626, note Michel
MENJUCQ ; JCP E 2003, n35, n4, p. 30, chr. Yves REINHARD ; Dr.n5,
2002, comm. 78, note Thierry BONNEAU.




























法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 215(1007)
(57) Cass. com. 27 mai 2015, Bull. Joly nov. 2015, p. 562, note
Laurence CAMENSULI-FEUILLARD.
いる活動の不法性を根拠に, 同社の無効を求めた｡ 控訴院は, Ｘ会社の請
求を認めた｡ これに対して, Ｙ有限会社は, 控訴院が会社の仮装およびフ
ロードを無効原因と判断したことで, 第一指令11条が制限的に定められ
ている無効原因に新たなものを付加したと主張して, 破毀院に当該判決の







れば, 実際の活動, すなわち ｢実際の目的｣ が定款所定の目的に一致しな
い場合には, 会社目的の適法性は, ｢定款所定の目的｣ ではなく ｢実際の










































216(1008) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
(58) CAMENSULI-FEUILLARD note sous Cass. com. 27 mai 2015, op. cit. (note
57), p. 563.





















かった｡ かかる状況のもと, フランスの裁判官が ｢不法な目的｣ について
いかなる解釈を示すのか, 不透明な部分が残されていたのではないかと思









法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 217(1009)
(60) 第２章第１節。
(61) たとえば, Mishel GERMAIN, de droit commercial, t.1, LGDJ, 1996,
n704, p. 550 では, フランス法の伝統的解釈は, マーリーシング判決に























｡ よって, とりわけ, 会社が支払不
能 (	

































218(1010) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
より定式化された厳格な定義により禁じられるであろうとの記述を見るこ
とができる｡
(62) Paul LE CANNU et Bruno DONDERO, Droit des , 5e , LGDJ, 2013,
n243, p. 160.
(63) -BAHRI note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit.(note 13), p. 29.
(64) 第３章第３節２。
(65) ただし，本稿第３章第３節３ (２) ②判決はこれに該当するものと思
われる。
(66) I note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), p. 30.
(67) CHAPUT note sous Case C106/89, op. cit. (note 32), p. 536.
(68) 訳文については，加藤徹ほか「フランス会社法 (2)」関学64巻３号
(2013) 423頁以下，428頁を参照した。
































法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月) 219(1011)
(70) 	
I note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), p. 30.
(71) LECOURT note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n9, p.
222.
(72) たとえば LECLERC, op. cit. (note 41), p. 325.
(73) LECOURT note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n8, p.
222.
(74) 第３章第３節３②判決。
(75) LECOURT note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n12, p.
223.
(76) もっとも，このことは無効以外の手段を否定するものではないから，
たとえば仮装会社の社員の債権者は詐害行為取消権 (action paulienne) を












れた事件において, ｢必要に応じて, EU加盟国の裁判所は, ある個人に
より援用される共同体法規定の恩恵 () を認めないために, 事件ご




えるように, フランスにおけるのと同様に, EU法においても ｢詐害はす
べてを無にする｣ との法の一般原則が妥当する
(81)

































220(1012) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
2015, op. cit. (note 13), n	12, p. 223.
(77) ここでは, 会社の設立により配偶者や債権者の権利を侵害する者や会
社を用いて規則の適用を免れようとする者の意図を指すとされる｡LECLERC,
op. cit. (note 42), p. 328.
(78) 
 et al., op. cit. (note 4), n	89150, p. 1588, LECLERC, op. cit.
(note 41), p. 329, CAMENSULI-FEUILLARD note sous Cass. com. 27 mai 2015, op.
cit. (note 57), p. 563.
(79) MERAL et FAUCHON, op. cit. (note 4), n	88, p. 104, LECOURT note sous
Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n	14, p. 223, COZIAN et al., op. cit.
(note 1), n	254, p. 96.
(80) Case C-212-97, Centros Ltd v. Erhvervs-og Selskabsstyrelsen [1999]
ECR I-1459, para. 25 ; Rev. 1999, p. 386, note Gilbert PARLEANI. 同判
決に関する邦語文献として，中村＝須網・前掲注(26) [由布節子] 261頁
以下を参照した。
(81) LECOURT note sous Cass. com. 10 nov. 2015, op. cit. (note 13), n	14, p.










お わ り に
本稿において検討してきた ｢不法な目的｣ に関するフランスの判例の展
開は, 概ね次のようにまとめることができよう｡ フランスでは, 会社は適
法な目的を有しなければならないことが定められており (民法典1833条),
これに反する場合には, 当該会社は無効となる (民法典184410条)｡ そ
して, ここにいう ｢会社目的の適法性｣ は, フランスの伝統的解釈によれ
ば, 当該会社の実際の活動, すなわち ｢実際の目的｣ に照らした判断され
るものと解されていた｡ したがって, 定款に適法な目的を記載していても,
その ｢実際の目的｣ が不法であれば, 当該会社は無効とされたのである｡
この解釈を転換させる契機となったのは, 1990年に欧州司法裁判所が
下したマーリーシング判決であった｡ 同判決は, 次の２点を判示した｡ ま
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(82) LECOURT note sousCass. com. 10 nov. 2015, op. cit.(note 13), n14, p. 223.
(83) 第３章第３節３①判決。
(84) MENJUCQ note sous CA Paris 21 sept. 2001, op. cit. (note 55), p. 632.
(85) LECLERC, op. cit. (note 41), p. 329.








したがって, マーリーシング判決は, 無効原因の制限とともに, ｢不法
な目的｣ に関する従来の伝統的解釈の放棄をフランスにもたらすものと解





したがって, 2015年判決において, 破毀院商事部が, 有限会社の無効
について, 会社目的の適法性を定める民法典1833条および会社の無効原
因を定める184410条を, マーリーシング判決により解釈されたように,




































222(1014) 法と政治 69巻 2号Ⅱ (2018年 8月)
れがある
(86)
｡ 2015年判決は, ｢不法な目的｣ の評価について, これまでのフ
ランス国内における伝統的解釈とは正反対の解釈を採用しており, かかる
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(86) 布井・前掲注(26) (堀口退官) 230頁｡
(87) Cet al., op. cit. (note 4), n	89110 p. 1586 には, より広範な
責任を会社指揮者に認めることで, 無効原因の制限は, ある程度補われる
とされる｡


































L’objet de la doit licite (C. civ., art. 1833). La illicite
est d’une 	absolue (C. civ., art. 184410). En cas de diver-




	de l ‘objet 
par
l’objet 	de la . Mais la Cour de cassation a 
que 	
de 	
	de l ‘objet 
exclusivement par
l’objet statutaire de la(Cass. Com. 10 nov. 2015). Cette
seauMarleasing SA du 13 novembre 1990. Dans cet ar-
ticle, je vais la de 	
	de l’objet socialdu
point de vue du droit et du droit 
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